
（参考１）
令和６年度当初予算（案）

計数のポイント



自主財源
2,851 (45%)

依存財源
3,429 (55%)

県税
942 (15%)

諸収入
921 (15%)

繰入金
483 (8%)

地方消費税清算金
435 (7%)その他

70 (0％)

地方交付税
1,842 
(29%)

国庫支出金
793 (13%)

県債
576 (9%)

地方譲与税等
218 (4％)

義務的経費
2,358

(38%)

投資的経費
1,093

(17%)

貸付金
861 (14%)

その他経費
1,968
(31%)

人件費
1,383(22%)

扶助費
209(3%)

公債費
767(12%)

普通建設事業費
952(15%)

災害復旧事業費
142(2%)

貸付金
861(14%)

補助費等
1,643 (26%)

その他
325 (5%)

１．予算の全体像
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（億円） ＜当初予算における歳出規模の推移＞

《予算規模》

歳 出 ６，２８０億円 ※

（対前年度＋１４２億円 ＋２．３％）

歳 入 ６，２３１億円

（対前年度＋ ９３億円 ＋１．５％）

《収支不足額》

歳出歳入差引 ４９億円（前年度 － ）

⇒県債管理基金の取崩しにより補塡

◆財政調整基金残高 ４５億円

◆県債管理基金残高 １４２億円

１８７億円

（億円）

1

（R6年度末見込）

歳出
6,280

歳入
6,280

（注）本資料における計数については、それぞれ四捨五入によっているので、
端数において合計とは一致しないものがある

※ｺｽﾓﾊﾟｰｸ加太対策関連

231億円を除くと6,049億円

（前年度▲89億円）

過去３番目の予算規模



※１： 地方消費税清算金、地方譲与税、地方特例交付金

※２： 交通安全対策交付金、分担金及び負担金、使用料及び手数料、諸収入等

Ｒ５当初 Ｒ６当初 増減額 増減率

県税 983億円 942億円 ▲ 41億円 ▲ 4.1%

地方交付税 1,796億円 1,842億円 46億円 2.6%

臨時財政対策債 40億円 10億円 ▲ 30億円 ▲ 75.0%

その他　（※１） 653億円 651億円 ▲ 2億円 ▲ 0.3%

小　計 3,472億円 3,445億円 ▲ 27億円 ▲ 0.8%

国庫支出金 988億円 793億円 ▲ 195億円 ▲ 19.7%

543億円 566億円 24億円 4.4%

基金繰入金 151億円 481億円 329億円 217.5%

その他　（※２） 985億円 995億円 10億円 1.1%

6,138億円 6,280億円 142億円 2.3%歳入合計

一
般
財
源

県債（臨時財政対策債を除く）

２．歳入の概要

◯ 県税収入は減少する見込みである一方、実質的な地方交付税（地方交付税＋臨時財政対策債）は

増加する見込みであり、一般財源総額は前年度と同水準
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（１） 県税収入 ９４２億円 （対前年度▲４１億円、▲４．１％）

• 個人県民税は、定額減税の影響により、減収※1となる見込み

• 地方消費税は、輸入取引額の減により、減収となる見込み

《主な税目の状況》

・個人県民税 ３０２億円
（対前年度 ▲１８億円、 ▲ ５．６％）

・法人二税※2 ２１４億円
（対前年度 ▲ ３億円、 ▲ １．２％）

・地方消費税※3 ２０５億円
（対前年度 ▲１５億円、 ▲７．０％）

・自動車税 １１９億円
（対前年度 ＋ １億円、 ＋ １．１％）

・軽油引取税 ５９億円
（対前年度 ▲ ５億円、 ▲ ７．８％）

・その他 ４３億円
（対前年度 ▲ １億円、 ▲ ２．０％）
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県税収入の推移(当初予算ベース）
（億円）

※１：定額減税に伴う個人県民税の減収分（約22億円）は地方特例交付金で補塡される見込み

※２：法人県民税・法人事業税

※３：地方消費税清算金及び市町村交付金を加味した実質的な地方消費税収入は２１８億円（対前年度▲１１億円）

地方消費税
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（２） 地方交付税・臨時財政対策債 １，８５２億円 （対前年度＋１６億円、＋０．９％）
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• 地方交付税は、県税収入の減少等により、
増加する見込み

• 臨時財政対策債は、過去最少となる見込み

地方交付税 １，８４２億円

（対前年度＋ ４６億円、＋ ２．６％）

臨時財政対策債 １０億円

（対前年度▲ ３０億円、▲７５．０％）

８億円（対前年度▲２４１億円、▲９６．８％）

７３億円（対前年度＋ ３６億円、＋９８．５％）

（３） 国庫支出金 ７９３億円 （対前年度▲１９５億円、▲１９．７％）

• 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援
交付金の減

• 令和５年度台風等災害復旧に伴う災害復旧費
国庫負担金の増



（４） 県債（臨時財政対策債を除く） ５６６億円 （対前年度＋２４億円、＋４．４％）

医大施設整備や環境衛生研究センター再整備、

令和５年度台風等災害復旧に伴う増 等

◎内訳： 通常債 ５２６億円、行政改革推進債 ４０億円

◎県債依存度： ９．０％（対前年度＋０．２ポイント)
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（参考） 県債全体 ５７６億円
（対前年度▲６億円、▲１．１％）

◎県債依存度： ９．２％（対前年度▲０．３ポイント）

県債残高の推移

退手債

行革債
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■県債残高の推移 （年度末見込み）

《県債残高の状況》
令和６年度末においては県債残高全体では減少して
いるが、臨時財政対策債を除く県債残高は増加

○県債残高全体 １兆 ７７７億円
（対前年度末▲１４３億円、▲１．３％）

○県債残高（臨時財政対策債を除く） ７，８８０億円
（対前年度末＋９０億円、＋１．２％）

◎内訳： 通常債 ７，５８２億円、行政改革推進債・退職手当債 ２９８億円
◎県民一人あたり県債残高（臨時財政対策債を除く）： ８５．２万円

※R2～R4は決算、R5は２月補正後、R6は当初予算ベース
※県債残高は、満期一括償還県債に係る県債管理基金への積立額を償還額に

含めた場合の額

10,920
10,62210,587 10,777



（６） その他の歳入 １，６４６億円

（対前年度＋８億円、＋０．５％）

《主な内訳》

• 地方消費税清算金 ４３５億円 （対前年度 ▲３０億円）

• 地方譲与税 １９０億円 （対前年度 ＋ ７億円）

• 地方特例交付金 ※ ２６億円 （対前年度 ＋２２億円）

• 分担金及び負担金 ８億円 （対前年度 ▲ １億円）

• 諸収入 ９２１億円 （対前年度 ＋１２億円）

うち中小企業融資制度貸付金元利収入
８２５億円 （対前年度 ▲ ３億円）

※個人県民税の定額減税に伴う減収補塡による増

主な基金の残高の状況 〔単位：億円〕

         基金名
R５年度末

残高見込み

R６年度末

残高見込み
増減

財政調整基金　※１ 45 45 0

県債管理基金　※２ 191 142 ▲ 49

福祉対策等基金 101 83 ▲ 18

地域振興基金 11 11 0

地域医療介護総合確保基金 37 23 ▲ 14

公債費臨時対策基金 72 44 ▲ 28

退職手当基金 26 9 ▲ 16

R５年度末残高見込みは２月補正後、R６年度末残高見込みは当初予算ベース

※1　普通交付税精算に備えた積立等を含む残高：R５年度末　96億円、R６年度末　55億円

※２　臨時財政対策債償還分を含む残高：R５年度末　210億円、R６年度末　151億円

（５） 基金繰入金 ４８１億円 （対前年度＋３２９億円、＋２１７．５％）

《主な内訳》

• 土地開発基金 １６７億円（対前年度 皆増）

• 土地開発公社債務保証対策基金 ６３億円（対前年度 皆増）

• 県債管理基金 ４９億円（対前年度＋４９億円）…収支不足の補塡

※臨時財政対策債の償還分を含む繰入金：59億円

• 公債費臨時対策基金 ２８億円（対前年度＋ ８億円）…前年度からの公債費増加額の2分の1に対応

■基金残高の推移（一般会計） （年度末見込み）

R５年度 ９７８億円 ⇒ R６年度 ５１５億円
（対前年度▲４６３億円）
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…土地開発公社借入金の代位弁済



３．歳出の概要

◯ 社会保障関係経費の増加に加え、人件費・公債費など義務的経費が増加

◯ 新型コロナウイルス対策経費が減少する一方で、令和５年度台風等に伴い災害復旧事業費が

増加。また、土地開発公社借入金の代位弁済に要する経費として231億円を計上

Ｒ５当初 Ｒ６当初 増減額 増減率

人件費 1,320億円 1,383億円 63億円 4.8%

公債費 717億円 767億円 50億円 7.0%

扶助費 197億円 209億円 12億円 5.9%

小　計 2,234億円 2,358億円 124億円 5.6%

投資的経費 1,036億円 1,093億円 58億円 5.6%

補助費等 1,608億円 1,643億円 35億円 2.2%

その他※ 1,261億円 1,186億円 ▲ 75億円 ▲ 5.9%

6,138億円 6,280億円 142億円 2.3%歳出合計
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（１） 人件費 １，３８３億円 （対前年度＋６３億円、＋４．８％）
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（億円） 人件費の推移（当初予算ベース）

その他

退職手当

経常人件費
（一般職）

• 人事委員会勧告に伴う給与改定による経常人件費や

会計年度任用職員への勤勉手当等の増

• 定年引上げによる退職者増に伴う退職手当の増

経常人件費（一般職） １，２０４億円

（対前年度 ＋１８億円、 ＋１．５％）

退職手当 １００億円

（対前年度 ＋３５億円、 ＋５３．８％）

その他の人件費 ７９億円

（対前年度 ＋１０億円、 ＋１４．５％）

• 公共事業等債等に係る元金の増

• 金利上昇に伴う利子の増

8

（２） 公債費 ７６７億円 （対前年度＋５０億円、＋７．０％）
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・ 普通建設補助 ５５１億円

（対前年度 ▲３５億円、▲６．０％）

うち 南紀・はまゆう支援学校再整備 ▲２８億円

農業活性化支援 ▲５億円

・ 普通建設単独 ２５２億円

（対前年度 ＋１６億円、＋６．６％）

うち 環境衛生研究センター再整備 ＋２３億円

・ 直轄負担金 １４９億円

（対前年度 ＋２億円、＋１．６％）

うち 国直轄道路 （すさみ串本道路等） ＋４億円

・ 災害復旧 １４２億円

（対前年度 ＋７５億円、 ＋１１２％）
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普通建設
単独

普通建設
補助

（３） 投資的経費 １，０９３億円 （対前年度＋５８億円、＋５．６％）

※R2年度は防災・減災・国土強
靱化のための３か年緊急対策
関連予算 （207億円）を当初
予算に計上している
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・ 令和５年度台風等災害復旧に伴う増



（４） 補助費等 １，６４３億円 （対前年度＋３５億円、＋２．２％）

• コスモパーク加太対策※1 ２３１億円 （対前年度＋２３１億円）

• 介護保険、後期高齢者医療費 ２９４億円 （対前年度＋７億円）

• 諸支出金※2 ４６６億円 （対前年度▲３１億円）

• 新型コロナウイルス感染症対策 １１億円 （対前年度▲１６８億円）

※1 土地開発公社借入金の代位弁済に要する費用

※2 地方消費税清算金、地方消費税市町村交付金等

（５） その他の歳出 １，１８６億円 （対前年度▲７５億円、▲５．９％）

• 中小企業融資制度貸付金等 ８２５億円 （対前年度▲３億円）

• 国民健康保険給付費等交付金 ５２億円 （対前年度▲３億円）

• 地域医療介護総合確保基金積立金 １９億円 （対前年度▲９億円）

• 新型コロナウイルス感染症対策 １億円 （対前年度▲８６億円）
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11

４．財政収支見通し（令和６～15年度）
（単位：億円）

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度 令和１５年度

当初予算（案） 見 　込　 額 見 　込　 額 見 　込　 額 見 　込　 額 見 　込　 額 見 　込　 額 見 　込　 額 見 　込　 額 見 　込　 額

  歳　　　出　　（Ａ） 6,280 6,506 6,072 6,125 6,031 6,138 6,081 6,154 6,201 6,209

1,383 1,367 1,418 1,407 1,446 1,436 1,481 1,468 1,515 1,527

767 817 854 881 875 901 897 897 909 889

1,093 1,564 1,064 1,050 989 1,057 1,057 1,057 1,057 1,057

801 815 832 850 868 886 906 926 946 968

2,236 1,942 1,903 1,937 1,853 1,858 1,740 1,806 1,773 1,768

  歳　　　入　　（Ｂ） 6,191 6,408 5,929 5,942 5,857 5,942 5,874 5,954 5,981 5,976

942 982 992 1,002 1,011 1,019 1,027 1,034 1,042 1,049

1,852 1,886 1,944 1,962 1,984 2,006 2,011 2,041 2,050 2,061

793 995 753 747 746 760 763 766 769 772

526 751 516 549 459 515 515 515 515 515

2,078 1,794 1,724 1,683 1,657 1,642 1,559 1,598 1,604 1,578

▲ 89 ▲ 97 ▲ 143 ▲ 183 ▲ 174 ▲ 196 ▲ 206 ▲ 200 ▲ 220 ▲ 234

▲ 49 ▲ 41 ▲ 84 ▲ 120 ▲ 121 ▲ 142 ▲ 152 ▲ 146 ▲ 166 ▲ 179

-               20 20 20 20 20 20 20 20 20

187 166 102 2 ▲ 99 ▲ 221 ▲ 353 ▲ 479 ▲ 625 ▲ 784

注1）最終収支不足額は、行政改革推進債発行後の収支不足額をいう。

注2）財調・県債管理基金年度末残高（見込）は、一般会計所管分に限る（満期一括償還県債の積立額等を除く）。

注3）令和7年度及び令和8年度当初予算編成において、公債費の増加額の2分の1相当額の財源捻出（19～25億円/年）を行った場合の試算。

【参考】財政危機警報時（令和５年２月）の財政収支見通し

164 127 103 45 ▲ 8 ▲ 68 ▲ 131 ▲ 198 ▲ 286

  公　債　費

  投資的経費

  社会保障
  関係経費

  その他支出

  県　　　税

  地方交付税・
  臨時財政対策債

  国庫支出金

  県　　債
  （臨財債・行革債を除く）

  その他収入

行革債発行前
の収支不足額

（B）-（A）

  人　件　費

財調・県債管理基金
年度末残高（見込）

財調・県債管理基金
年度末残高（見込）

最終収支不足額

前年度の財調基金積立て
による収支改善効果額



令和６年度当初予算を起点として、内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（令和６年1月）（以下「中長期試算」という。）の

ベースラインケースをもとに機械的に推計。

中長期の経済財政に関する試算（令和６年１月22日経済財政諮問会議提出 内閣府資料）

１．推計の基本的な考え方

収支見通しの前提条件

　ベースラインケース 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度

　賃金上昇率 1.7% 1.1% 1.0% 1.0% 1.0% 1.0% 0.9% 0.9% 0.9%

　名目長期金利 0.8% 0.9% 0.9% 0.9% 1.0% 1.0% 1.0% 1.1% 1.2%

　名目GDP成長率 1.7% 1.0% 0.9% 0.8% 0.7% 0.7% 0.7% 0.7% 0.6%

２．歳出の主な前提条件

人件費

賃金上昇率（中長期試算）を人件費の伸び率と仮定して推計

公債費

既発債は、現在の償還計画に基づき計上し、新発債は、歳入の県債発行額から推計

金利は、名目長期金利（中長期試算）及び予算編成時の直近金利を参考に、金利上昇リスクを加味して借入先ごとに設定

投資的経費

事業計画等により現時点で事業費を見込むことが可能な大規模事業費については、個別に積上げ

公共事業関連予算の年度途中での上振れによる影響を反映

その他支出

事業計画等により現時点で事業費を見込むことが可能な大規模事業費については、個別に積上げ

社会保障関係経費は、令和６年度当初予算を起点として、過去５年の決算伸び率等を参考に推計
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３．歳入の主な前提条件

県税

名目成長率（中長期試算） ×弾性値1.1を県税の伸び率と仮定して推計

地方交付税・臨時財政対策債

地方交付税は、県税収入、公債費及び社会保障関係経費等の推計を反映。臨時財政対策債は、過去の平均に基づいて推計

国庫支出金

現行制度をベースに、歳出の人件費、投資的経費及び社会保障関係経費等に連動して推計

県債

現行制度をベースに、歳出の投資的経費に連動して推計

その他収入

基金繰入金等の特定財源について、歳出に連動して推計

収支見通しの前提条件

毎年度の2月補正で生じる財源は、40億円（決算剰余金の過去実績に基づく見込み）と仮定

令和７年度以降について、20億円は財政調整基金又は県債管理基金に積み立て、残りの20億円は当初予算で発行を見込んでいた

行政改革推進債の発行抑制を前提に推計

４．2月補正で生じる財源
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【参考】 社会保障と税の一体改革による影響

社会保障と税の一体改革に伴う地方消費税の引上げによる増収分については、全て
社会保障施策に要する経費の財源として活用

【歳入】 １１９億円

◯ 地方消費税の引上げによる税収等の増 １１９億円
（消費税率５％→８％→１０％の増加額）

【歳出】 １１９億円（県負担ベース）

社会保障の充実 ４２億円
・ 子供・子育て支援の推進等 １８．４億円

（うち、幼児教育・保育の無償化分 １２．０億円）

・ 低所得者の介護保険料の軽減強化 ３．７億円

・ 低所得者の国民健康保険料の軽減 ４．５億円

・ 市町村国民健康保険に対する財政支援の強化 ４．５億円

・ 難病患者等に係る安定的制度の確立 １．８億円 等

◯ 消費税増税に伴う社会保障費の増（診療・介護報酬改定等） １０億円

社会保障の安定化（自然増等） ６７億円
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